
熊本県よろず支援拠点における
支援事例等及び相談者等の課題

平成31年２月2０日

中小企業庁 熊本県よろず支援拠点
チーフコーディネーター
鹿子木 康

くまもと活性化フォーラム



・中小企業庁が平成２６年６月、全国４７都道府県に設置

・売上拡大、経営改善、創業、事業承継、各種補助金申請等支援

・チーフコーディネーター、コーディネーター、各専門家が対応

・何度でも相談対応、もちろん相談無料

よろず支援拠点とは
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熊本県内中小企業・小規模事業者

熊本県よろず支援拠点

熊本県内の各商工会

公的支援機関（ＪＥＴＲＯ等）

熊本県事業引継ぎ支援センター

熊本県知財総合支援窓口

熊本県中小企業再生支援協議会経
済
産
業
局

①活動評価
②能力向上支援
③連携強化支援

③適切な機関
につなぐ

全国本部財
務
局

委
託

連携

支
援
等

相
談

支
援

大企業、企業ＯＢ、大学 等

②支援チーム等を
編成しての支援

相談
①総合的・先進的
なアドバイス

連携

支援チームに参画

国、自治体等（支援施策の活用等）

専門分野に特化した中小企業支援組織

など

熊本県信用保証協会

資金繰り
販路開拓
海外展開
経営改善
現場改善 など

※既に支援を受け
ている機関と共同
での相談も含む。

熊本県内の各商工会議所

熊本県中小企業団体中央会

地域金融機関、税理士、診断士等

※認定支援機関、支援機関の連携体（地域プラッ
トフォーム）を含む

連携
関
係
省
庁

熊本県よろず支援拠点の支援スキーム
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熊本県よろず支援拠点 相談体制

実施機関名 ：公益財団法人くまもと産業支援財団
住所：〒８６１－２２０２ 上益城郡益城町田原2081－10
TEL：０９６－２８６－３３５５ ＊熊本県よろず支援拠点 → HP：http://yorozu-kmt.jp
相談対応時間 ： 9：00 ～ 17：30（土日、祝祭日、年末年始を除く）

チーフコーディネーター ： 鹿子木 康（かなこぎ やすし）

熊本県よろず支援拠点は、一社でも多くの皆様から “相談して良かった！” の一言を戴くことをモットーに、
中小企業・小規模事業者の皆様の「売上を上げたい！」「資金繰り等を改善したい！」等々のご相談に対し、
チーフコーディネーター及び１６名のコーディネーターはもちろん、経営支援機関や専門家の皆様と連携して
課題解決に向けてご支援しております。
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売上
ＵＰ
系

経営
改善
系
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～売りに関する悩みに結果を出す～

①隠れた強み、売れるヒント提案 ⇒ 売上アップ、販路開拓支援

②各分野専門家と連携 ⇒ 売上アップ、販路開拓支援

③各県よろず支援と連携 ⇒ 売上アップ、販路開拓支援

熊本県よろず支援拠点のミッション①
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①創業、経営改善、知的財産権、事業承継等々

②中小企業支援機関、保証協会、金融機関等々と連携

③中小・小規模事業者の様々な経営課題に対応

熊本県よろず支援拠点のミッション②

～支援機関と連携し経営課題を解決～
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①相談相手に乏しい相談企業の身近な経営相談所として話をじっくり聞く

②相談内容に合わせて最適任の経営支援機関及び専門家につなぐ

③国、自治体、支援機関等の支援施策等把握し紹介する

熊本県よろず支援拠点のミッション③

～相談企業と最適支援機関をつなぐ～
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熊本県よろず支援拠点の重点分野

（１）売上拡大支援

・金融機関を中心とした売上拡大支援要望への対応
・経営改善に取組む企業（特に小規模事業者）に対しては特に売上拡大支援を
セットにして重点支援

（２）経営改善支援

・熊本地震以降売上回復困難、人手不足により売上確保困難、受注競争激化等に
より売上確保困難な特に小規模事業者
・借入過多等により資金繰り等に困窮する特に小規模事業者

資金繰り表作成支援 ＋ 経営改善計画書作成等支援

➣各支援機関と連携したチーム支援強化

➣ 売上拡大系コーディネーターと経営改善系コーディネーターによるチーム支援強化
８



①どんな経営状況にあろうと、相談者は経営者。敬意をはらって対応する。

②経営者の考え、これまで取組んでこられたことを否定しない。

③事業存続に強い意志がある限り、事業存続に強い意志を持って伴走する。

④相談者の真の強みを探し出し、今できることを提案する。

⑤結果にこだわる。

熊本県よろず支援拠点が特に重視する支援姿勢
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相談等の実績

（平成３０年４月～平成３１年１月）

①相談対応件数／６８６４件

②来訪相談者数／３７０２者

③各支援機関と連携した相談会／４７１回

④各支援機関と連携したセミナー／９４回

⑤相談者満足度／９５．８％（H30年11月）
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相談企業内訳①（H30年4月～H31年1月）

企業実数 業種別 相談内容の内訳①

○相談のあった企業実数は1038社。うち従業員数20人以下の企業は全体の7割強。
○相談の特徴
・従業員5人以下の企業が6割と小規模事業者が占める割合が大きい。
・業種別では、サービス業、小売業、製造業、宿泊・飲食業といった業種が多い。
・相談内容では、売上拡大が全体の7割弱である。また、経営改善・事業再生が3割弱である。

規模別 企業数 割合
5人以下 581 56%
～20人 185 18%
～50人 62 6%
～100人 29 3%
～300人 16 1%
300人超 4 0%
創業前 100 10%
不明 61 6%

計 1038 100%

業種 企業数 割合
農業・漁業・林業 43 4%
建設業 84 8%
製造業 136 13%
金融業・保険業 3 0%
情報通信業 14 1%
運輸業 8 1%
卸売業 37 4%
小売業 158 15%
宿泊業・飲食業 119 11%
サービス業 327 32%
医療・福祉業 51 5%
その他 58 6%

計 1038 100%

相談内容 相談件数 割合
売上拡大 3039 66%
経営改善・事業再生 1047 23%
創業 374 8%
再チャレンジ 5 0%
事業承継 87 2%
廃業 30 1%
その他 8 0%

計 4590 100%
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相談企業内訳② （H30年4月～H31年1月）

相談内容 相談件数 割合

IT活用（情報発信） 448 7%

IT活用（内部管理） 108 2%

広報戦略 1174 17%

広告デザイン 375 5%

販路提案 284 4%

市場設定 222 3%

市場調査 83 0%

海外展開 36 1%

商品デザイン 46 1%

商品開発 427 6%

地域資源活用 55 1%

資金繰り 285 4%

債権保全・債権回収 3 0%

現場改善・生産性向上 434 6%

事業連携 76 1%

経営知識 654 10%

事業計画策定 730 11%

施策活用 887 13%

法律 92 1%

知的財産 56 1%

雇用・労務 270 4%

その他 119 2%

計 6864 100%

相談内容の内訳（中分類）

相談内容の内訳（大分類）

相談内容 相談件数 割合
売上拡大 3039 66%
経営改善・事業再生 1047 23%
創業 374 8%
再チャレンジ 5 0%
事業承継 87 2%
廃業 30 1%
その他 8 0%

計 4590 100%
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支援事例・取組について
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■目的

新商品・新サービスの開発、海外展開等を視野に入れる小規模事業者を対象に、各支援機関も参加
する新ビジネスモデル塾を立ち上げ、支援機関によるバックアップ態勢の下、参加小規模事業者の新
商品・新サービスの開発等の実現を目指す。

取組１

① 小規模事業者６社と７つの支援機関が参加し、金融機関にて毎月１回開催。

② 現状認識、目標設定、事例検討・活用、課題への取り組みと発表等を毎回実施。課題には各支
援機関による支援（補助金、事業承継、商標登録、海外展開等）も同時に行う。

③ 新ビジネスモデル塾以外にも「異業種経営者塾」「小規模・創業者女性塾」「ＫＵＭＡＭＯＴＯ女子
会」を開催中。

■内容

■成果

① 参加事業者２社へのＴＶ取材放映。

② ２社が海外展開を実現。

③ １社が事業承継を実現。

④ １社は業界常識を覆す新商品開発に挑戦中。

⑤ １社は熊本地震による店舗撤退から事業の見直しを行い再出発を実現。
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■目的

事業存続が懸念される小規模事業者等に対し、経営改善系CＯと売上拡大系ＣＯが一緒になって継

続した拠点内チーム支援を行うことで事業存続を図ると共に、担当するＣＯの支援能力の向上を図る。

取組２

① 資金繰りに支障を来す事業者には、経営改善系ＣＯと売上拡大系ＣＯがチームを組み、お

金と売りの両面から支援を展開。資金繰り表の作成支援や経営改善計画書作成を支援。

② 金融機関との調整が必要な場合はバンクミーティングにも同行して支援。

③ 関係金融機関、関係支援機関等との連携支援を重視。

■内容

■成果

① 他の支援機関が対応できず来訪された厳しい案件５社すべてに対し拠点内チーム支援を継続実

施し、収益改善を図って現在も事業存続中。

② 資金繰り不安等により経営存続が懸念された相談企業２５社に対し拠点内チーム支援を継続し、

収益向上、事業存続につなげている。
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①熊本地震前の収益状況まで回復厳しい小規模事業者等

②資金繰りに不安増す小規模事業者等

③人手不足による受注機会ロス、サービス低下等々の影響

④経営者意識に格差

⑤その他

経営相談の現場で感じる課題等

■相談企業の現状
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①熊本地震復興需要減退後への対応（売上・利益確保）

②借入金返済等に向けた収益確保

③人手不足への対応

④経営者意識の醸成

⑤その他

経営相談の現場で感じる課題等

■相談企業の課題
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